資料１
フォーラム(国内)旅費要領（2022.3改訂）
第１条　旅費の内訳は、交通費（鉄道賃、航空賃、船賃、車賃）、および宿泊料とし、用務の終了後に支給する。
第２条　旅費は、原則として勤務地から最も経済的な通常の経路および方法により旅行したものとして計算する。
第３条　鉄道賃(モノレール含む)は、原則として以下のとおりとする。

　　（１）運賃は、最寄り駅―最寄り駅の区間を支給する。

　　（２）通常期、繁忙期、閑散期に対応した実費料金を支給する。

（３）距離601Km以上の場合の運賃は、往復割引料金で計算する。
（４）特急料金は、片道８０ｋｍ以上の場合に支給する。     
（５）本人から申告があればバス代を支給できる。

第４条　交通費実費が2,000円を下まわる場合は、定額交通費として2,000円を支給する。
ただし謝金を支払う場合は、定額交通費は支給しない。
第５条　航空賃は、原則として本州圏内新幹線走行区間を除く地域を対象とする。但し、①新幹線(特急)を乗り継ぐより、航空機を利用する方が運賃が安い場合、あるいは②航空機利用により、宿泊不要となる場合は、新幹線走行区間でも航空機利用を認める。

（１）運賃は、最寄り駅―空港―空港―最寄り駅の区間を支給する。
（２）搭乗日の3日前まで予約可能な「JAL特便割引3」又は「ANA VALUE3」等の「割引
運賃」を支給する。
第６条　タクシー料金は、以下の場合を除いて支給しない。
　　　　　・僻地または早朝･深夜等、他に交通機関のない場合
　　　　　・重い荷物を運搬する必要がある場合

第７条　日当は支給しない。
第８条　宿泊料は、以下の場合に支給できる。

・会議が２日間以上にわたって開催されるとき

・用務で実際に宿泊すると申告があったとき(懇親会出席に伴う宿泊は不可。)

　　２．宿泊料は、実費とするか、または１泊当たり10,000円を上限とする。

第９条　第３条から第８条の定めにかかわらず、フォーラムは、受給者の了解を得た上で以下を適用して旅費を減額することができる。

①受給者が実際に支払う実費（この場合、交通機関発行の領収書を提出）
第１０条　次の場合には、原則として旅費を支給しない。
    （１）企業に在籍する鉄鋼協会の個人会員

    （２）会議等が講演大会にあわせて開催される場合
